「東日本大震災復興緊急保証（１号・２号）」にかかる認定について
東日本大震災復興緊急保証は、東日本大震災によって直接被害を受けた中小企業者を始め、被災地との取引関係や風評被害による契約の大量キャンセルの発生等を通じて間接的に被害を受けていると認められる中小企業者についても広く対象とし、金融機関から融資を受ける際に信用保証協会による100％保証を、通常の一般保証枠とは別枠で利用できる制度です。
◆東日本大震災復興緊急保証を福井県信用保証協会へ申請する際には町長の認定書が必要となります。
【東日本大震災復興緊急保証（１号・２号）認定要件】（H23.５.16更新）
	認定要件


	第１号関係＜特定被災区域内の中小企業者＞
　特定被災区域において、震災発生後の最近３か月間(※)の売上高等が前年同月に
比して10％以上減少していること

第２号関係＜特定被災区域外の中小企業者＞

①申請者が特定被災区域内の事業者と取引関係があり、かつ、震災の影響により震災

発生後の最近３か月間(※)の売上高等が前年同月に比して10％以上減少していること

　②特定被災区域外の取引事業者の事業活動の停止、震災に起因した風評による消費

　　者の需要の減少、又はイベントの自粛等の影響で、震災発生後の最近３か月間(※)

　　の売上高等が前年同月に比して10％以上減少していること

(※)震災発生後３か月間の実績が未集計である場合には、最近１か月とその後２か月の
　　売上高等が10％以上減少することが見込まれる場合も対象となります。

	必要書類
	・ 認定申請書　 2部（１部：認定書、１部：美浜町控）
・ 登記事項証明書の写し 　1部
（個人の場合は住民票抄本の写しと業種の確認できる書類 　各１部）
・ 売上高等の確認できる資料（月別試算表等）　1部
・ 理由書（２号①、②に該当する場合）　１部

・ 特定被災区域内の事業者と取引を照明する書類   １部（２号①に該当する場合）



【東日本大震災復興緊急保証（１号・２号）の主な概要】
　　　　保証限度額　　一般保証とは別枠で　普通保証４億円　無担保保証１億6000万円
（セーフティネット保証及び災害関係保証と合わせた額）
　　　　保証期間　　10年以内（据置期間２年以内を含む）
　　　　返済方法　　原則として均等分割返済

　　　　担保　　必要に応じて

　　　　保証人　　法人代表者以外、原則として不要

　　　　貸付利率    金融機関所定の利率
　　　　保証料率　　０．８％

　　　　必要書類　　通常の保証申請書類のほか、町長の発行する「認定書」
保証に関するお問い合わせ先　　福井県信用保証協会　保証一課（TEL：33-8311）
　　

　　　　　　　　　　　　ご質問、ご意見等ございましたら、町内取扱金融機関窓口、　　

または町商工観光課（電話：３２－６７０５）までお気軽にご相談ください。









